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序     文 
 

ラオス人民民主共和国（ラオス）は、国内消費の30倍を超える豊富な包蔵水力を擁しています。

これを利用した輸出用・国内用発電事業が独立電気事業者（Independent Power Producer：IPP）に

より活発に計画・実施されており、国家の社会経済発展に重要な役割を担っています。また、こ

れと併せて、送配電網等の整備も近年急速に進展してきています。電力設備は、その国家社会経

済に与える重要性、建設に伴う環境社会面への影響や、事故時のインパクトの大きさ等にかんが

み、適切な技術基準に基づく審査・検査を経て、安定的で安全に運用する必要があります。 

国際協力機構（JICA）は、ラオス政府からの要請に基づき、技術基準の整備及び運用を強化す

ることを目的として、約10年にわたり技術協力を実施してきました。第1フェーズは、「電力技術

基準整備プロジェクト」として2000年5月から2003年4月にかけて実施され、その結果、電力技術

基準（Lao Electric Power Technical Standard：LEPTS）の整備がなされ、2004年2月に省令として発

効、公布されました。これに引き続き、主要な技術分野（水力土木・発電、送変配電、屋内配線）

に関する技術基準を運用できる技術者を持続的に養成することを目的として第2フェーズが2005

年1月から2008年1月まで実施されました。第1フェーズ及び第2フェーズの評価結果により、技術

基準を運用していくための制度的な基盤づくりはある程度実現していることが確認されています。

他方、技術基準に基づき実際の審査・検査を行う行政官は、これまで実務経験がほとんどないこ

とから、引き続き技術協力を通した能力強化が必要となっていました。 

JICAは、第2フェーズまでで整備された技術基準及びこれを運用するためのマニュアル・ガイド

ライン等を用いて、ラオス政府が審査・検査を適切に執行するために必要な実務能力を向上させ

ることを目的として、2010年9月から2013年3月まで、「電力セクター事業管理能力強化プロジェク

ト」を実施しました。 

この報告書は、本プロジェクトが終了するにあたり、終了時評価としてこれまでのプロジェク

トの実績及び実施プロセスを評価し、今後の技術協力に役立つ教訓を整理することを目的に作成

したものです。 

本プロジェクト及び本評価調査実施にご協力いただいた両国の関係各位に対し、厚く御礼申し

上げます。 

 

平成25年5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ラオス事務所長 武井 耕一 
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終了時評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：電力セクター事業管理能力強化プロジェクト

分野：エネルギー‐電力 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ラオス事務所 協力金額：2億9,700万円 

協力期間 

（R/D）：2010年7月16日 

 

※協力期間：2010年10月 

～2013年3月

先方関係機関：エネルギー鉱業省（Ministry of Energy 

and Mines） 

日本側協力機関：中部電力株式会社、関西電力株式会

社 

１－１ 協力の背景と概要 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）では、電力セクターが国家社会経済開発の

ために重要な役割を果たしている。このような状況下、電力セクターにおける行政組織の改善

や立法化の準備がラオスにおける安定的で安全な電力供給の鍵となっている。ラオス政府の要

請により、JICAは2技術協力プロジェクト〔「電力技術基準整備プロジェクト」（2000年5月～2003

年4月）、「電力技術基準促進支援プロジェクト」（2005年1月～2008年1月）〕を実施した。前者は

主にラオス電力技術基準（Lao Electric Power Technical Standard：LEPTS）の準備支援、後者は主

に電力技術基準施行のためのガイドライン、安全規則及び審査・検査マニュアルの作成支援、

並びに電力局（当時）、県エネルギー鉱業局（Provincial Department of Energy and Mines：PDEM）

及びラオス電力公社（Electricité du Laos：EDL）への研修実施であった。 

これらのプロジェクトを通して、電力技術基準施行に向けた制度的な基盤は一定程度整備さ

れたと評価されている。他方で、電力技術基準に係る事業者の遵法意識を向上させること、設

計図面確認や実地検査を通して審査・検査を実施するために必要となる実践的な経験・ノウハ

ウを実務担当行政官が修得することが引き続き課題とされていた。 

このような背景にかんがみ、規制機関として中央政府レベルでは電力局内規制担当課（県レ

ベルでは県エネルギー鉱業局の担当）の能力強化を目的として、「電力セクター事業管理能力強

化プロジェクト（The Project for Improvement of Power Sector Management：IPSM）」（本プロジェ

クト）が2010年10月から開始された。本プロジェクト終了時評価は、プロジェクト終了6カ月前

に行うべきであるが、関係者の事情等もありプロジェクト終了時（2013年3月）に実施された。

なお、エネルギー鉱業省電力局の当初のカウンターパート（Counterpart：C/P）機関である電

力管理部が2012年5月、エネルギー管理局に昇格した。そのため、本文ではC/P機関として「電

力管理部」の代わりに「エネルギー管理局（Department of Energy Management：DEM）」を使う

こととする。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標：適法な電力設備が普及し、電力が安定的に供給される。 

（2）プロジェクト目標：電力セクターにおける規制機能が強化される。 

（3）成果：1）エネルギー管理局の審査及び検査業務能力が向上する。 

2）エネルギー管理局の県エネルギー・鉱業局に対する監督業務能力が向上する。

3）対象県における電力技術基準の理解が向上する。 
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（4）投入 

日本側：総投入額  2億9,700万円 

短期専門家派遣    16名 機材供与       80万円 

研修員受入      14名 ローカルコスト負担  670万円 

ラオス側： 

カウンターパート配置 23名 

土地・施設提供、審査・検査のための交通費・宿泊費など 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 
讓尾 進（団長） 

西村邦雄（評価分析） 

JICAラオス事務所 次長 

㈱アイコンズ 顧問 

調査期間 2013年3月4日～2013年3月22日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）活動実績 

活動は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に沿っ

ておおむね計画どおり実施された。 

 

（2）成果の達成状況 

1）成果1：達成された。 

実用的な審査・検査のための手引書は2012年7月に完成した。電力技術基準とガイドラ

インに基づき、1回の審査と12回の検査が実施され、11カ所でOJTが実施された。これら

の実経験により、エネルギー管理局の能力は強化された。 

2）成果2：おおむね達成された。 

実用的な審査・検査の手引書が作成され、C/Pによってラオス語に一部翻訳された。ま

た、事例集も作成・修正された。これらの業務実施によって県エネルギー鉱業局を監督

するためのエネルギー管理局の能力は強化された。 

3）成果3：達成された。 

対象3県における電力技術基準に対する県エネルギー鉱業局の理解セミナー（講義、現

場研修）に参加することによって向上した。 

 

（3）プロジェクト目標 

プロジェクト目標は、指標上3分の1程度は達成されたが、残りは達成されていない。 

エネルギー管理局がB/D文書を1回審査し12カ所を検査し、エネルギー管理局の規制機能

は強化された。また、県エネルギー鉱業局の電力技術基準に対する理解も改善した。他方

で、ラオス電力公社、県エネルギー鉱業局による申請は確認できなかった。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

ラオス政府の第7次国家社会経済開発計画（2011～2015）は、社会経済開発、工業化及び

近代化の達成をめざしており、外貨獲得のために安定的で安全な電力を輸出し国民の貧困

撲滅を促進することとしている。そのために独立電気事業者やラオス電力公社に対する適

切な規制が必要であり、規制機能強化をめざした本プロジェクトの目標設定、エネルギー

管理局をC/Pとしたことには高い妥当が認められる。また、日本政府の「ラオス国別援助方
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針」の4重点分野の1つである「社会基盤/環境」の支援方針に一致している。中央政府の機

能強化と併せて地方機関の能力強化をめざしたターゲット設定・アプローチもおおむね妥

当といえる。 

 

（2）有効性：低い 

プロジェクト目標は、指標上三分の一程度は達成されたが、残りは達成されていない。

電力セクターにおける審査・検査を実施するためのエネルギー管理局の機能は強化され、

また、電力技術基準理解セミナーに参加した県エネルギー鉱業局の能力もある程度強化さ

れたが、パイロット県以外については十分な効果が上がらなかった可能性がある。したが

って、プロジェクト目標「電力セクターにおける規制機能の強化」の達成状況を示す県レ

ベルからの申請報告等のアクションは確認できていない。プロジェクト目標の指標に対応

する項目が、プロジェクト成果・活動に含まれていないなど成果と目標との相関性に課題

がみられ、プロジェクト目標と成果のロジックが適切ではなかった。 

 

（3）効率性：中程度 

全成果はプロジェクト活動によってほぼ達成された。当初計画に基づく日本・ラオス国

側双方からの投入の質、量、タイミングや運営費はおおむね適切であり、ほとんどの活動

はスケジュールどおりに実施され、プロジェクトに貢献している。他方で、プロジェクト

目標の指標に設定された項目に対応する成果・活動が含まれていなかった点や、C/Pから一

部専門家の専門知識・コミュニケーションに係る若干の不足が指摘された点には留意すべ

きである。 

 

（4）インパクト：中程度 

本プロジェクトの目標は「電力セクターにおける規制機能の強化」であるが、3年後に発

現する見込みの上位目標が「適法な電力設備普及、電力安定供給」でありロジックに若干

の飛躍がある。プロジェクト計画段階における上位目標の設定がプロジェクトのスコープ

を超えたものとなっており、これをインパクトとして測定することは難しいと考えられる。

上位目標達成にはラオス電力公社、県エネルギー鉱業局の能力、電力技術基準やガイドラ

インを頒布/修正するための予算配置など、多くの課題がある。 

 

（5）持続性：中程度 

ラオス政府は国家社会経済開発計画のなかで輸出品や貧困削減の手段として電力の重要

性を表明しており、独立電気事業者やラオス電力公社による安定的で安全な電力供給は必

要であるため、電力技術基準などによる規制強化は継続するものと考えられる。また、電

力管理部の局への昇格は、エネルギー鉱業省が規制機能の強化を図る姿勢を表すものであ

る。他方、電力技術基準やガイドライン等は、関連法規等と併せて適宜改正される必要が

あるが、エネルギー管理局が独力でこれらをすべて更新することは技術的に若干の困難が

ある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

これまでの技術協力プロジェクトにより蓄積・強化された人的協力関係が活用できたこ

とが、プロジェクトの効率性につながった。 

（2）実施プロセスに関すること 

活動の主体を、C/Pが主体的になって作業を行い、専門家は側面支援をする役割を担うこ
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ととした。また、C/Pの日本での研修のタイミングと内容が適切であったことが、持続性の

発現に一定の効果を与えた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

プロジェクト目標の指標に対する対応項目がプロジェクト成果・活動に含まれていなか

った。また、プロジェクトで導入しようとした基準が外部要因により適用されにくい状況

にあったことや、C/Pの基礎的技術知識や経験レベルが想定以上に低かったことなども問題

点として挙げられる。これに対して、実施監理過程での適切な見直しが不足していたため、

プロジェクト目標の指標の達成に一定の負の影響がみられた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

JCCやプログレスレポート提出時のタイミングで、プロジェクト目標指標の達成状況に関

する問題等が適切に共有・議論されなかった。C/Pの大半が人事異動したこと、C/P機関間

の連携が不十分であったことなども、プロジェクト目標達成に負の影響として現れた。 

 

３－５ 結論 

プロジェクト目標は、エネルギー管理局の検査審査能力強化については所定期間内におおむ

ね達成されたが、県エネルギー鉱業局、ラオス電力公社部分は、エネルギー管理局、県エネル

ギー鉱業局等の能力・経験の制約もあり指標上達成されなかった。これは、プロジェクトデザ

インにおいて目標指標とそれらに対応する成果・活動が適切に設定されていなかったこと、実

施監理過程において適切に見直しをしなかったことなどが原因である。他方で、電力セクター

の規制機能強化は、プロジェクト実施期間を通してラオス政府において優先度の高い政策であ

ることが確認された。プロジェクトの3つの成果はほぼ達成された。本プロジェクトでは、これ

までの技術協力成果を活用してC/Pに実務経験を蓄積させることが最重要課題であったが、専門

家が一歩後ろに下がって進捗をモニタリングしつつ執務参考資料の整備や技術アドバイスを行

ったため、C/Pの主体者意識の醸成、実務能力向上を効果的に進めることができたものと評価で

きる。 

なお、プロジェクト目標は、指標上十分に達成されたとはいえず、有効性も「低い」との評

価結果となったが、規制行政の中心を担うエネルギー管理局の実務能力及びそれをサポートす

るための各種執務資料は適切に強化・整備された。また、県エネルギー鉱業局及びラオス電力

公社が電力技術基準にのっとった業務を効果的に行えるようになるには、本プロジェクトによ

る活動に加えて、規制制度や実施体制の見直しを併せて検討すべきであることから、本プロジ

ェクトは予定期間をもって終了し、今後、改めて規制行政のあるべき姿を検討しつつ別途支援

を継続することが適当と判断される。 

 

３－６ 提言 

（1）規制枠組みに係る基本方針、中長期計画の策定 

電力セクターの規制機能強化が、ラオス政府の優先的政策課題であることは今後も変わ

りない。エネルギー管理局や県エネルギー鉱業局の限られたキャパシティを勘案しつつ、

効果的な規制制度を構築していくことが必要である。今後、エネルギー管理局の規制実施、

民間基準の導入、県エネルギー鉱業局の能力開発等を含む、将来の電力規制に関する中長
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期計画が策定されるべきである。 

 

（2）電力法に基づく電力技術基準等の修正 

電力技術基準に基づき、ガイドラインや安全規則、手引書・事例集等が作成されたが、

組織改編、技術開発等の環境は年々変化している。そのため、電力技術基準等はエネルギ

ー管理局と電力関連省庁との協働作業によって適時・適切に修正されるべきである。 

 

（3）電力技術基準の普及・遵守 

電力技術基準やガイドライン、安全規則等は電力関連事故を引き起こさないためにもラ

オス電力公社や独立電気事業者によって遵守されるべきである。そのためにも、エネルギ

ー管理局は、関係部署、ラオス電力公社や独立電気事業者に対し電力技術基準内容及び手

続き等の周知徹底を図るべきである。また、県エネルギー鉱業局への権限移譲が急速に進

んだ結果、県エネルギー鉱業局は実務経験や技術能力に比して過剰ともいえる役割を果た

さなければならなくなっている。短期セミナーのみならず、エネルギー管理局等によるよ

り恒常的な支援枠組みを検討すべきである。 

 

３－７ 教訓 

（1）組織体制見直しによる相乗効果 

電力管理部の局への昇格は、電力セクターにおける技術面での規制強化に向けた政府の

姿勢を示すものとして重要なステップである。C/Pの権限及び自覚もこれに伴い強化されて

いることから、本プロジェクトは、技術的な支援と整合した形で組織体制の強化を図るこ

とが効果的であることを示す良い事例であるといえる。 

 

（2）プロジェクト実施期間中を通じたPDMの妥当性検証の必要性 

本プロジェクトのPDMは、プロジェクト目標の一部指標について、それに対応する活動

が設定されていないなど一部不適切と思われる点があった。これらは、プロジェクト開始

後、日本人専門家並びにラオス人C/Pも修正の必要性をある程度認識していたにもかかわら

ず、他の優先課題等に注力していたこともありプロジェクト終了時までに修正されなかっ

た。特に、業務実施契約型の技術協力については、PDMと契約による委託事項とが一体で

あることから、専門家から問題提起がなされにくい面がある。実施モニタリングを担当す

るJICAも、事業進捗をPDMに照らしながらもう少し頻度を高めて確認すべきであった。不

適切な点が見つかれば、迅速に議論し必要に応じ修正すべきである。 

 

（3）協力のアプローチ 

本プロジェクトでは、過去のプロジェクトの成果を活用して、C/Pの実務能力を向上させ

ることが最も重要であった。実施期間を通して、専門家はC/Pが審査・検査を実施するため

の環境整備、後方からのアドバイスに徹したことから、C/Pのオーナーシップ、自主性を効

果的に向上させることができた。他方で、専門家の人事異動による交代等により専門家延

べ人数が16名、延べ渡航回数も87回に及ぶなど、C/Pと専門家との間で腰を落ち着けて信頼

関係を構築し技術移転を行うという観点からは、改善すべき面もみられた。業務実施契約

であるためやむを得ない面もあるが、必要に応じて契約開始時点で覚書を締結するなどの

対応が望まれる。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査の背景・経緯 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）において電力セクターは社会経済の発展に重

要な役割を担っている。電源開発や送配電網整備など多くのプロジェクトが、国営電力公社

（Electricité du Laos：EDL）や独立電気事業者（Independent Power Producer：IPP）により計画・実

施されている。ラオス政府は、電力安定供給及び公衆安全確保のため、調査計画・建設・運転の

各段階で技術的審査・検査を行い、施設が適切に建設・運用されていることを確認することが求

められている。このためには、ラオス政府の規制関連法令、ガイドライン等の整備が必要である

との認識から、国際協力機構（JICA）は「電力技術基準整備プロジェクト（The Project on Electric 

Power Technical Standard Establishment in Lao P.D.R.：STEP I）」（2000年5月～2003年4月）及び「電

力技術基準促進支援プロジェクト（The Project for Lao Electric Power Technical Standard Promotion 

Project：STEP II）」（2005年1月～2008年1月）を通じ電力セクターでの技術協力を行った。 

これら協力により整備した、ラオス電力技術基準（Lao Electric Power Technical Standard：LEPTS）

及び関連するガイドライン、業務マニュアル等に基づき、規制当局である、エネルギー鉱業省

（Ministry of Energy and Mines：MEM）エネルギー管理局（Department of Energy Management：DEM）

〔旧電力局（DOE）〕、県エネルギー鉱業局（Provincial Department of Energy and Mines：PDEM）に

おいて、各種電力施設の許認可を行っている。 

しかしながら、中央のDEMではいまだ審査・検査の実務に十分な経験やノウハウがないこと、

一定規模範囲内の小水力発電所計画の許認可行政を所掌しているPDEMでも技術的能力が不足し

ていることから、LEPTSの更なる普及及び定着、並びに理解を深める必要がある。 

このような背景から、JICAは、2010年10月から2013年3月まで、審査・検査に係るDEMの実務能

力向上を図るとともに、PDEMへのLEPTS理解を促進するための技術協力「電力セクター事業管理

能力強化プロジェクト（The Project for Improvement of Power Sector Management：IPSM）」を実施し

ている。 

今回実施する終了時評価は、2013年3月の本プロジェクト終了にあたり、プロジェクト活動の実

績、成果を可能な限り客観的に評価・確認をし、電力セクター及び規制分野の今後の協力への教

訓・示唆を得ることを目的としている。 

なお、エネルギー鉱業省（MEM）電力局（Department of Electricity：DOE）下の当初のC/P機関

である電力管理課（Electric Power Management Division：EPMD）が2012年5月、エネルギー管理局

（Department of Energy Management：DEM）に昇格した。そのため、本文ではC/P機関として略語

“DOE”の代わりに略語“DEM”を使うこととする。 

 

１－２ 調査の目的 

本終了時評価では、ラオス側のカウンターパート（Counterpart：C/P）機関であるDEMと本プロ

ジェクトの目標達成度や成果等を分析することについて確認し、評価報告書に取りまとめ、合意

することを目的として実施された。併せてこれまで実施してきた、STEP I及びIIの実績についても

レビューをした。 

 



 

－2－ 

１－３ 調査団の構成 

本終了時評価調査は、以下の団員により実施された。 

 

担当分野 氏 名 所 属 調査期間 

総括 讓尾  進 JICAラオス事務所次長 2013年3月5日～3月22日 

評価分析 西村 邦雄 ㈱アイコンズ 顧問 2013年3月4日～3月22日 

 

１－４ 調査日程 

現地調査は、2013年3月4日から3月22日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

業務期間 工程・作業項目 目的・成果等 

3月4日 ・JICAラオス事務所等との打合せ ・評価手法の説明・合意

3月5日 
・事前配布質問票の回収・整理、それに基づくヒアリン

グ 

・プロジェクト活動、成

果の把握、データ整理

3月6日 

・「電力技術基準整備プロジェクト」並びに「電力技術基

準促進支援プロジェクト」の成果確認 

・ 2プロジェクトのイン

パクト評価、並びに

IPSMプロジェクトを

併せて規制分野におけ

る協力効果や課題の総

括 

3月7日 
・プロジェクト実績の貢献、阻害要因、今後の課題等を

抽出する。 

・貢献要因・阻害要因の

まとめ、課題の作成 

3月8日 
・評価5項目の観点から評価し、合同評価報告書（案）を

取りまとめる。 

・合同評価報告書（案）

作成 

3月9日 ・書類整理 ・書類整理 

3月10日 ・同上 ・同上 

3月11日 
・合同調整委員会（JCC）参加 

・協議議事録（案）作成協力 

・協議議事録（案）作成

3月12日 
・合同調整委員会で評価報告書（案）協議 ・修正合同評価報告書作

成 

3月13日 ・協議議事録（案）作成 ・協議議事録（案）作成

3月14日 

・評価調査結果要約表（案）及び終了時評価調査報告書

（案）作成 

・評価調査結果要約表

（案）及び終了時評価

調査報告書（案）作成

3月15日 ・JICA事務所協議 ・報告書作成方針調整 

3月16日 ・書類整理 ・書類整理 

3月17日 ・同上 ・同上 

3月18日 

・評価調査結果要約表（案）及び終了時評価調査報告書

（案）作成 

・評価調査結果要約表

（案）及び終了時評価

調査報告書（案）作成
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3月19日 同上 同上 

3月20日 ・JICAラオス事務所協議 ・報告書作成方針調整 

3月21日 

・評価調査結果要約表（案）及び終了時評価調査報告書

（案）作成 

・評価調査結果要約表

（案）及び終了時評価

調査報告書（案）作成

3月22日 ・JICAラオス事務所等協議及び所長報告 ・終了時評価調査報告書

（案）セット 

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、JICAの支援によって整備された電力技術基準（LEPTS）並びにその解説書

及びマニュアル、ガイドライン等に基づき、ラオスの電力セクターの担当行政機関〔中央はエネ

ルギー鉱業省エネルギー管理局（DEM）、地方は県エネルギー鉱業局（PDEM）〕が、各種電力施

設の計画・建設・運用に係る審査・検査を適切に行うための能力開発を行うものである。本プロ

ジェクトの概要は以下のとおりである。 

 

【上位目標】 

適法な電力設備が普及し、電力が安定的に供給される。 

指標1. DEMの承認を受けた電力設備総数 

指標2. 非計画停電の総数 

 

【プロジェクト目標】 

電力セクターにおける規制機能が強化される。 

指標1. 実用的な審査手引書に基づきDEMがレビューしたプロジェクト書類〔F/S（可能性調査）、

D/D（詳細設計）等〕数 

指標2. 実用的な検査手引書に基づきDEMが実施した検査件数 

指標3. 実用的な審査手引書に基づきPDEMがレビューしたプロジェクト書類（F/S、D/D等）

数 

指標4. PDEMからDEMへの電力設備報告書数 

指標5. 実用的な検査手引書に基づくEDLによる内部検査件数 

指標6. LEPTS関連の内容を含むEDLからDEMへの電力設備報告書 

 

成果1：DEMの審査及び検査業務能力が向上する。 

指標1-1 DEMのために実用的な審査及び検査手引書が作成される。 

指標1-2 書類の審査及び現場における検査がLEPTSに基づいて適切に実施される。 

指標1-3 DEMの規制機能のための制度枠組みの改善 

 

活動1-1 専門家の支援により現行審査及び検査プロセスの問題点・課題をレビュー・分析する。 

活動1-2 専門家の支援により書類（F/S、D/D等）の抽出審査や実地検査を実施する。 

活動1-3 専門家の支援により審査及び検査過程での留意点を提示し実用的な審査及び検査手引

書を取りまとめる。 
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活動1-4 審査及び検査手引書を改訂する。 

活動1-5 規制機能向上のための制度枠組みの計画を策定する。 

 

成果2：DEMの県エネルギー鉱業局（PDEM）に対する監督業務能力が向上する。 

指標2-1 トレーナーとしてLEPTSのトレーナー能力が向上する。 

指標2-2 実用的な審査及び検査手引書が作成される。 

指標2-3 PDEMのための検査記録用紙が修正される。 

指標2-4 事例集が継続的に改訂される。 

 

活動2-1 専門家の支援により検査過程の留意点を提示し、実用的な検査手引書を作成する。 

活動2-2 実地検査をLEPTSトレーナーの指導のもとPDEMが実施する。 

活動2-3 専門家の支援によりDEMが具体的な事例に基づく事例集を作成する。 

活動2-4 事例集を継続的に改訂する。 

活動2-5 PDEMの検査記録用紙を改訂する。 

 

成果3：対象県における電力技術基準の理解が向上する。 

指標3-1 対象県においてLEPTSに関するセミナーが実施される。 

指標3-2 LEPTSに関して参加者の理解が向上する。 

指標3-3 使いやすい事例集が作成される。 

指標3-4 事例集が継続的に改訂される。 

 

活動3-1 専門家の支援により実際の具体的事例に基づいて、電力技術基準適用上の問題点・課題

をレビュー・分析する。 

活動3-2 専門家の支援により電力技術基準を県レベルで適用するための事例集を作成する。 

活動3-3 専門家の支援によりLEPTSトレーナーが、対象県で電力技術基準のセミナーを実施する。 

 
注：R/D（2010年7月16日署名）のPDMではC/Pを“DOE”と記載しているが、既述のような理由により本終了時評

価調査報告書では“DEM”と変えている。 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

２－１ 調査設問と必要なデータ・評価指標 

本終了時評価は、「新JICA事業ガイドライン（第1版）」に沿って、本プロジェクトの計画、実績

及び実施プロセスを確認するため、最初に評価グリッド（英、和）を作成して質問票（英、和）

を作成・送付したうえで、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点か

ら評価を実施した。なお、本プロジェクト終了時評価では2010年7月16日署名のR/Dに添付されて

いるPDM1を使用した。 

（1）評価グリッドに沿って、投入・活動・成果・プロジェクト目標の進捗状況、達成状況を確

認する。 

（2）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を用いて本プロジェクトの達

成状況を評価する。 

（3）貢献要因・阻害要因を抽出する。 

（4）本プロジェクトの提言・教訓を導き出す。 

 

２－２ データ収集方法 

本調査評価では主に以下のデータを収集し、分析を行った。 

（1）文献レビュー（プロジェクト実施報告書、ラオス第7次国家社会経済開発5カ年計画等） 

（2）日本人専門家、ラオス人C/Pへの質問票調査とヒアリング 

 

２－３ データ分析方法 

プロジェクトの活動・実績を、以下の評価5項目の観点から評価した。 

 

（1）妥当性 

プロジェクト目標や上位目標が当該国の開発政策、受益者のニーズ、日本の援助方針等と

の整合性、アプローチの適切性があるかを検証する。 

（2）有効性 

成果がプロジェクト目標達成に貢献しているかどうか、またプロジェクト目標の達成状況

を判断する。 

（3）効率性 

投入の質、量、タイミングを分析し、投入や活動がプロジェクト成果の産出に効率的に貢

献したかどうかを検証する。 

（4）インパクト 

プロジェクト実施によってもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果、また予期

していなかった正・負のインパクトをみる。 

（5）持続性 

プロジェクト終了後、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるか、政策、組

織、財政、技術の観点から検証する。 

                                                        
1 当PDMの英文PDMについてはEvaluation report、和文については付属資料2参照。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

当初の計画に基づき、日本人専門家並びにラオス人C/Pは以下の活動を実施した。 

    

３－１－１ 日本側の投入実績 

（1）日本人専門家派遣 

日本人専門家は短期派遣専門家として2010年10月から2013年3月までに計16名（派遣回数

87回）が派遣された（専門家の分野については付属資料4を参照）。 

 

（2）C/Pの本邦研修 

ラオス人C/Pは日本での研修（レクチャー式、サイト視察）のため計14名が派遣された。 

 

（3）供与機材 

本プロジェクトではプリンター、スキャナー、PC、ポータブルGPS、ビデオカメラ等、

計約80万円の機器が購入・供与された。 

 

（4）現地業務費 

本プロジェクトでは、レンタカー、通訳、印刷製本等に必要な経費について、現地業務

費として約670万円が使用された。 

 

３－１－２ ラオス側の投入実績 

（1）ラオス人C/P 

ラオス人C/Pは、計23名である（詳細は、付属資料5を参照）。 

 

（2）プロジェクトに対するラオス側負担費等 

ラオス側による主要な負担は以下のとおり。 

1）施設：事務室、機器の装備 

2）その他：インフラ施設（インターネット・電気・事務用品・水道等） 

 

３－２ 成果の達成状況 

本プロジェクト活動の主な達成状況は以下のとおり（付属資料2参照）。 

    

（1）成果1：DEMの審査及び検査業務能力の向上 

DEMの審査及び検査業務能力は、以下の指標の達成状況から、プロジェクト開始時と比較

して計画どおり強化されたと考えられる。 

指標1：実用的な審査・検査のための手引書の完成（2012年7月） 

指標2：LEPTSとガイドラインに基づき、審査1回と検査12カ所の実施 

指標3：当初のC/Pであった電力管理部（EPMD）がエネルギー管理局（DEM）に昇格。ま

た、審査・検査に関連するMEM内関係部署の役割分担提言及び対応策の実施 
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（2）成果2：DEMの県エネルギー鉱業局（PDEM）に対する監督業務能力の向上2 

DEMのPDEMに対する監督業務能力は、以下の指標の達成状況から、プロジェクト開始時

と比較してある程度強化されたと考えられる。 

指標1：地方研修準備等を通して、DEMスタッフのLEPTSトレーナーとしての能力を強化 

指標2：実用的な審査及び検査手引書作成。一部はラオス語翻訳 

指標3：PDEMからの申請がなかったため修正未了 

指標4：事例集の継続的改訂 

 

（3）成果3：対象県における電力技術基準の理解の向上 

対象県におけるPDEMのLEPTS理解はプロジェクト開始時と比較して以下の指標の達成状

況から向上したものと考えられる。 

指標1：対象3県のPDEMに対しLEPTS理解セミナーの実施 

指標2：PDEMのLEPTS理解はセミナー（レクチャー、現場研修）により向上 

指標3：現場写真を挿入した事例集の作成 

指標4：事例集の継続的改訂 

 

３－３ プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクト目標の指標は、DEMに関するもの、PDEMに関するもの、EDLに関するものがそ

れぞれ2つずつ、合計6つ設定されている。これらのうち、DEMに関する2つの指標はいずれも達成

されている3。他方で、PDEM及びEDLについては、DEMにより十分なフォローが行われていなか

ったこともあり、達成されていない。 

指標1：DEMはB/D文書を1回審査実施 

指標2：DEMは12カ所検査実施 

指標3：PDEMはプロジェクト書類をレビューしていない4。 

指標4：電力発電所報告書を提出していない。しかし、3対象県のPDEMのLEPTS理解は向上して

いる（成果3より）。 

指標5：EDLは内部検査を実施していない。 

指標6：LEPTS関連の内容を含む電力報告書を提出していない。 

 

３－４ プロジェクト実施管理 

３－４－１ 実施モニタリング体制 

日本・ラオス国側双方は、本プロジェクト活動中に生じた問題、進捗状況及び将来の活動な

どを共有するとともに、対応策を検討・合意するためにミーティングやJCC会議を適宜開催した。

各JCCにおける討議事項や合意事項の概要は以下のとおり。 

 

                                                        
2 PDEMは技術的内容についてはDEMから助言を受けるが、地方政府の指揮・監督を受ける。 
3 指標3、4、5及び6に関し、指標としての不適切性については日本側・ラオス側もプロジェクト開始後、認識していたようであ

るが、結局、議論されることなく終了時評価が実施されることとなった。 
4 PDEMは水力発電総力に関し、1997年電力法制定時2MW未満、2008年改訂後5MW未満、2011年改訂後15MW未満の発電所を

管理している。また、評価調査時点で15MW未満の水力発電開発の多くはMOUの段階（FSの前段階）にある。 
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（1）第1回JCC：2010年11月4日 

① アジェンダ：業務計画の説明及び本プロジェクトにおける留意事項の共有等 

② 主なコメント等 

 ・ MEMからは、外国のIPPが増えてきているが審査・検査が十分でないので本プロジェク

トによる規制機能強化に期待したい旨発言。 

 ・ EDLからは、研修所やテクニカルセクションでLEPTSを取り扱っているので協力を惜し

まない旨発言。 

 

（2）第2回JCC：2011年11月14日 

① アジェンダ：プロジェクトの進捗状況と今後の実施方針等 

② 主な確認事項等 

 ・ LEPTS文書の更新 

LEPTSが制定されてから、組織改編や手続き変更等があり、現状と整合していない点が

ある。ガイドラインの改定が必要との意見が出た。これについては、LEPTSガイドライ

ンで定義された「電力開発責任部署（RAEPD）」の責任分担を明確にすべく、エネルギ

ービジネス局（Department of Energy Business：DEB）、エネルギー政策・計画局

（Department of Energy Policy and Planning：DEPP）等と議論を実施。また、ガイドライ

ン改定の方向性については専門家が業務完了時に報告書において提言。 

 ・ IPP等へのLEPTSの周知 

LEPTS及びガイドラインがIPPに浸透していないことが指摘された。これを改善するた

め、LEPTSによりIPPに要求される一連の手続・申請等について整理したものを専門家

が用意し、覚書（Memorandum of Understanding：MOU）、事業開発合意書（Project 

Development Agreement：PDA）、コンセッションアグリーメント（Concession Agreement：

CA）等の合意文書へ添付することが提案された。最終的には、専門家が資料を用意し

たが、資料添付についてはDEBとDEPPの意見が分かれたため、見送っている状況。た

だし、DEMが管理しているIPP進捗表を関係機関で共有することで、DEMが計画的に審

査・検査できるよう配慮した。 

 ・ ガイドラインの審査への活用 

ラオス側からは、ガイドラインに技術的な観点から検討を加え、検査のみならず審査

にも適用できるよう要請があった。この対応については別途検討することとした。ラ

オス政府が活用しやすいようC/Pにより翻訳を行うこととした。 

 

（3）第3回JCC：2012年12月4日 

① アジェンダ：プロジェクトの進捗状況確認及び今後のロードマップ案の提示 

② 主な確認事項等 

 ・ 将来の規制行政のあり方 

これまでの規制制度の運用状況及び行政に求められる機能等にかんがみ、専門家から

規制行政のあるべき姿（ロードマップ）について提言。これを基に副大臣以下関連部

局が意見交換を行った。 



 

－9－ 

 ・ 規制分野における協力の必要性 

ラオス側から、引き続き規制分野、特に地方政府への技術協力が必要である旨表明。

JICAからは、必要性は認めつつも、ロードマップに示された計画案を議論し開発の方

向性を共有したうえで、更なる技術協力の可能性を検討したい旨説明。 

 ・ 水資源管理 

ラオス側からは、流域水管理を適切に行う必要性について説明。JICAからは、同分野

は世界銀行が既に支援しており、試験的に流域管理委員会が立ち上がっていることか

ら、調整が必要と回答。 

 

（4）第4回JCC：2013年3月11日 

① アジェンダ：これまでの技術協力プロジェクトのレビュー、IPSMのレビュー並びに規

制機関としてのDEM/MEMへの提案 

② 主な確認事項等 

 ・ プロジェクト評価 

プロジェクト目標、成果等の達成状況・評価について専門家から説明があり、関係者

で議論・基本合意。 

 ・ 将来的な規制制度強化のあり方 

LEPTSの制度としての課題、IPPをはじめとする関係者に対するLEPTSの周知及び遵守

させるための仕組みづくり、限られたリソースの効率的活用のための役割分担等を含

む、規制機能強化に向けた提言を専門家が行った。また、プロジェクト目標に関する

指標のいくつかが達成されていないことについて、ラオス側からは、PDEMの能力の問

題やEDLのリソース制約の問題（外国からの資金援助が多いため、基準はこれらの国の

基準を準用せざるを得ない）等が指摘された。 

 ・ 技術協力継続要請 

ラオス側からは、引き続き本分野への協力が要請された。JICAからは、必要性は認め

つつも、今回の評価を踏まえつつ、中長期的観点からどのような支援が効果的なのか、

改めて検討したい旨回答。 

 

３－４－２ 活動プロセス 

プロジェクト期間を通して、C/Pと日本人専門家が成果発現に向けて協力し事業に取り組んだ

ことから、多くの活動が計画どおり実施され、所定の成果を収めることができた。他方で、ラ

オス側、JICA側とのコミュニケーションについては改善の余地があったものと思われる。 

具体的には以下のとおりである。 

 

（1）技術移転のアプローチ 

前フェーズまでは、日本人専門家が主となって、電力技術基準案、ガイドブック、手引

書等を作成した。しかしながら、本プロジェクトの詳細計画策定調査において、審査・検

査の実務者としての能力を向上させることに主眼を置くことの必要性が確認されたことか

ら、本プロジェクトでは、例えば、地方セミナーの準備や実施等についても可能な限りC/P

が主体になって作業を行い、専門家は側面支援をする役割を担うこととした。具体的には、
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第1回目セミナーでは、専門家がリードする局面が見られたが、回が進むに従い、専門家の

役割を補助的なものとして行った。その結果、第3回目セミナーでは、計画から実施、反省

会に至るまで、C/Pがほぼ自力で行うことができるようになった。これは、持続性の確保に

大いに貢献するものと思われる。 

 

（2）活動の順序 

規制機能を強化するため、①最初にC/Pへのインタビューや現場視察、業務分析ワークシ

ョップに基づき現行の審査・検査プロセスの課題を抽出・分析して実用的な審査・検査用

手引書の作成・改訂、②その間も書類の抽出審査や実地検査のOJTの実施、③使いやすい事

例集の作成・改訂、④LEPTS 理解促進セミナーの実施によるPDEMの規制能力の向上を図

るという一連のプロジェクト活動はDEM及びPDEMの実質的な能力向上に十分資するもの

である。 

 

（3）カウンターパート（C/P）との関係づくり 

C/Pが主体的に業務活動をするように、例えばセミナー資料の作成・助言は専門家が行い

資料の作成はC/Pが実施し、手引書や事例集の作成中の見直し過程ではC/Pの意見を尊重し、

C/Pが理解・使用しやすいように、また技術基準の背景や基準違反につながる事例等につい

てディスカッションするなどC/Pの技術的知識やスキルが向上するよう、心がけた。 

他方で、専門家による技術移転の際の説明方法、プロジェクト実施モニタリングにおけ

る合意形成方法等について、C/Pからは、英語力をはじめとする双方のコミュニケーション

能力向上、より緊密な意見交換等が必要であったとの声が聞かれた。 

 

（4）C/P研修の実施タイミングと内容 

DEM及びPDEMから日本へ研修員を派遣し、各研修員がおのおのの専門分野で効果的に

習得ができるように分野ごとに分かれ、講義だけでなく工事現場や電力設備の視察を中心

したOJTを実施した。さらに、すべての視察を終えた後には質疑応答及び審査・検査体制に

関する集中討議を実施し、研修内容理解の定着を図った。 

 

（5）JICAとの連絡調整 

JCCやプログレスレポート提出時のタイミングで、本プロジェクト実施中に生じた課題や

問題点などについて適宜C/P及びJICAに報告・協議をしていたことから、プロジェクト実施

期間を通して問題点の改善が迅速に行われ、プロジェクトがスムーズに進捗していたもの

と思われる。 

しかしながら、例えば最終JCC（第4回）では、プロジェクト目標指標の半分程度が達成

されていないことが判明したり、プロジェクトデザインのあり方についての根本的な改訂

提案が出されたりしていた。このことから、必ずしもPDMに出てこないプロジェクトの根

幹にかかわる部分での問題認識、プロジェクト運営改善の方向性等について、関係者双方

がより緊密に意見交換ができるような配慮が必要であったように思われる。 
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（6）活動内容とPDMの見直し 

PDMにはEDLの技術レベルや審査・検査手法について確認する活動はなかったが、国営

企業であるEDLの審査・検査体制を把握することは重要であるため、EDLについて調査を実

施した。この追加的活動についてPDMの見直しはしていない。 

また、プロジェクト目標に含まれる指標がプロジェクト活動に含まれていない（外部条

件化されている）等、プロジェクトの実施・モニタリング過程では、PDMの部分的な見直

しの議論も必要であったように見受けられるが、実際には、C/P、専門家、JICAのいずれの

関係者からもそのような具体的な動きは見られなかった。 

 

（7）LEPTS理解促進プレセミナーの実施 

2011年2月25日、LEPTS理解促進プレセミナーを実施して本プロジェクトの共通認識の醸

成及び各県が抱える問題について情報収集や意見交換を行い、下記の課題が得られ、これ

らは3県で開催するセミナーの内容に反映された。 

 ・ PDEMのエンジニアは10名に満たず、鉱業と電力を広く扱っており土木などの特別な技

術をもっていない。 

 ・ LEPTSの手続きや記入様式は難しい。 

 ・ PDEMは技術的な知識や経験が少ないため、県EDLに検査を任せるか、あるいは共同で

検査を行っている。 

 ・ PDEMは実用的な検査を希望している。 

 ・ PDEMにとって5MW（2011年2月当時。現在は15MW）以下の小水力技術及び配電技術

が特に必要である。 

 

（8）OJTの実施 

配電、送電及び変電等に係る書類審査のOJT、並びに現場検査のOJTによってC/Pの実務経

験を積むように図った。 

 

（9）本邦研修帰国セミナーの実施 

本邦研修にて習得した知識・経験について広く関係者でシェアするために帰国セミナー

を開催した。 

 

３－４－３ 実施プロセス（効果発現の貢献・阻害要因） 

（1）効果発現の貢献要因 

1）これまでの技術協力プロジェクトにより蓄積・強化された人的協力関係 

ラオスの電力セクターの規制機能強化に関する本プロジェクトは、2000年5月から技術

協力プロジェクトが開始されてから3番目のプロジェクトである。そのため、JICAにこれ

までの蓄積したノウハウがあり、またC/P機関内の理解と人的つながりがある。 

 

2）エネルギー管理局（DEM）の発足 

前DOE下の電力管理課（EPMD）がエネルギー管理局（DEM）に昇格し、コア・メン

バーが残り規制業務に専念できるようになった。 



 

－12－ 

3）実用的な教本の作成 

C/Pの規制業務が分かりやすいように、実用的な手引書と事例集を作成した。 

 

（2）効果発現の阻害要因 

1）EDLのLEPTSの非順守 

国営企業のEDL（100％政府出資）はラオス国内の主要な系統の発電・送電・配電業務

を行っている。プロジェクト開始後、EDLの社内技術基準は、LEPTSとは一部異なること、

更には、資金調達元（例えば、中国、タイ等）の技術基準、調達手続き等の適用を求め

られることが一般的であることなどが判明したため、電力施設の計画、建設、運用にお

いて、LEPTSの適用を順守できない状況にある。これは、IPPについても同様である。 

 

2）MEM内の人事異動 

本プロジェクトで技術的な知識や経験を積んだC/Pが人事異動することによってプロ

ジェクトの遂行に影響が出た。特にSTEP2で認可されたLEPTSトレーナー23名（MEM所

属9名、EDL所属14名）が、現在はDEMに3名しか勤務していないため、他C/PがLEPTSト

レーナーになる研修が実施された。このような人事異動についてJCC等を通してMEMに

働きかけをしてきたが、組織改編等によりやむを得ない側面があった。C/Pには経験の少

ない職員も配置され、OJTや本邦での研修を通して可能な限り短期間に実務的能力を向上

させるよう工夫がなされたが、そのようなC/Pの能力開発効果は限定的にならざるを得な

かった。 

 

3）PDEMの基礎的技術知識や経験不足による制約 

PDEMの基礎的技術知識や経験が、当初想定よりもDEM以上に不足しており、JCC等に

おいて審査・検査をするよう促してはいたものの、3回のセミナーでは、LEPTSへの理解

を深めたうえで独力により審査・検査を実施するに至らなかった。 

 

4）DEMと他局間との協調性・連携の不足 

DEMとDEB、DEPPとの連携が不足しているため、IPP等にLEPTSがなかなか浸透して

いない。そのため、専門家が審査・検査業務フロー上関係のある部署と継続的に協議を

行い、関係者間の意思疎通や協調体制構築を促進した。LEPTS手続きに関する書類をIPP

等とのコンセッションに必要な一連の書類に添付する必要性を議論したが、関係者の合

意を得るまでには至らなかった。 
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第４章 終了時評価調査結果 
 

４－１ 評価5項目による分析 

４－１－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は「高い」と判断される。 

（1）必要性（プロジェクト目標とラオス側ニーズとの整合性） 

 ・ ラオス政府の第7次国家社会経済開発5カ年計画（2011～2015）は前・第6次国家社会経済

開発計画（2006～2010）と同様、社会経済開発、工業化及び近代化の達成をめざしてい

る。このためには、安定した外貨獲得手段を増強する必要があるが、電力輸出は、現時

点では鉱物輸出と併せて主要な外貨獲得源となっている。ラオス電力セクターは、IPPに

よる設備開発が急速に進展していることから、政府には、適切な基準に基づいた施設の

設計、建設、運営を事業者に義務づけることが求められている。政府の規制機能の強化

は優先度の極めて高い政策であることから、プロジェクト目標との整合性は確保されて

いるといえる。 

 ・ DEMは中央レベルの規制機関、PDEMは県レベルの規制機関であるため、LEPTSに基づい

た規制業務を行うための技術的な知識やスキルを向上させる必要がある。このため、タ

ーゲットグループとして、DEM/PDEMを選定したことは妥当である。 

 

（2）日本政府のODA政策との整合性 

日本政府の「ラオス国別援助方針」は、①2015年までにMDGsを達成すること、②2020

年までに低開発国（LDC）指標からレベルが上がることの2つを柱としており、そのために

も第7次国家社会経済5カ年計画を支援することとしている。それを達成するために4つの分

野、すなわち①農業、②社会基盤/環境、③教育、及び④保健が対象となっている。本プロ

ジェクトは電力セクターへの協力であり、上記（2）社会基盤/環境への支援方針に一致する

ものである。 

 

（3）アプローチの妥当性 

ラオスで安定的で安全な電力供給を図るための規制機関としてのDEM/PDEMの役割は重

要である。電力施設の審査・検査の実務に対し技術的知識や経験が十分でないことから

DEM/PDEMをC/Pとして実務的手引書や事例集を作成することを通して規制機関の能力強

化を図る本プロジェクトのアプローチは妥当である。 

 

（4）日本の技術的なノウハウや経験の優越性 

JICAはラオスの電力セクターの規制強化のための2つの技術協力プロジェクトを実施し

た経験をもち、またベトナムやカンボジア等で同じ電力技術基準分野の技術協力プロジェ

クトを実施してきた経験をもつ。さらに、本プロジェクトを実施している日本国内の電力

会社は、停電時間等に表される電力供給品質が世界トップレベルにある。 

 

４－１－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は低いと判断される。 
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（1）プロジェクト目標達成状況 

 ・ プロジェクト目標は、指標上3分の1程度は達成されたが、残りは達成されていない。主

たるターゲットの1つである、DEMの能力開発は、遂行された審査・検査の数、OJT実績

等にかんがみ、計画どおり実施されたものと考えられる。 

 ・ 他方で、指標に設定されている、「PDEM、EDLからの審査・検査に関する申請」につい

ては、プロジェクト期間に審査・検査が適切に行われなかった。PDEMは水力発電所に関

する所掌業務が、5MWから15MWに拡大しているため能力強化の必要性は増大している

ものの、DEMへの支援が想定以上に必要となったこと、PDEMの審査・検査能力が想定

以上に不十分であったことなどから、PDEMに対する直接指導は見送られた。 

 ・ EDLについては、被規制機関ではあるものの、国営機関であるEDLに対してどの程度MEM

が規制をするのかについてMEM内で意思統一が図られていなかったこと、MEMの審査・

検査キャパシティに制約があることなどから、適切な報告書が提出されないままとなっ

た。 

 

（2）プロジェクト目標達成に対する成果の貢献/阻害要因 

 ・ 成果1と成果2はDEMの機能強化に関するものであり、指標分析から、ほぼ計画どおりの

成果が得られている。DEMは規制の中枢を担う機関であることから、これら成果はプロ

ジェクト目標達成に大きく貢献できているものと考えられる。 

 ・ 成果3については、指標からは、計画どおり達成されたと評価されるが、短期セミナーで

は、PDEMの審査・検査の本質的な機能を強化するには限界があること、対象が3県の

PDEMのみであることから、プロジェクト目標への貢献度は限定的であると考えられる 

 ・ プロジェクト目標達成状況が芳しくないが、これは、指標としてPDEM及びEDLによる審

査・検査の申請・報告の数が設定しているにもかかわらず、これらに関する直接的な支

援をプロジェクト活動に含んでいなかったことが影響しているものと考えられる。成果

として「PDEMに対するDEMの監督業務能力向上」が設定されているので、PDEMからの

審査・検査結果報告も、DEMの指導の下適切に行われるべきものと想定していたものと

思われるが、DEMがこれまで審査・検査の実務経験がほぼなかったことにかんがみれば、

プロジェクト活動に含む等の対応が必要であったように考えられる。 

 

４－１－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度と判断される。 

（1）アウトプットの産出 

 ・ ほとんどの活動はスケジュールどおりに実施され、いずれの成果も指標の達成状況は満

足のいくものとなっている。また、日本・ラオス国側双方からの投入の質、量、C/P研修

や地方セミナー等の実施タイミングや運営方法はおおむね適切であった。 

 ・ 他方で、C/Pからは、一部日本人専門家は若くて経験が少ないため技術移転方法に慣れて

いなかったこと、短期滞在が多く十分に意見交換をする時間がなかったことなどにより、

技術移転が十分ではなかったという声があった。 

 ・ また、MEM内での組織改変に係る人事異動により、経験が多いC/Pが他部署に異動し、新

卒のスタッフが新たにC/Pに配置されたことから、技術移転の蓄積、継続性の面で問題が
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みられた。 

 

（2）因果関係 

 ・ 成果1について、プロジェクト開始時点で、DEMに不足していたものが審査・検査に係る

実務的な能力であったことから、従来の審査・検査プロセスの問題点の洗い出し、実用

的な手引書の作成、専門家による審査・検査のOJT、規制機能を更に向上させるための制

度改善提案等は、いずれもDEMの審査・検査実務能力向上に直接的に必要な活動であっ

たと判断される。 

 ・ 成果2について、DEMのPDEMに対する監督能力を改善するためには、レファレンスとな

る実務的な手引書、経験を積むための実地訓練が必要であるため、活動との因果関係は

確保されていたものと考えられる。他方で、PDEMの検査記録フォーマットについては、

DEMの監督機能向上とは必ずしも強い関係性がないものと考えられる。 

 ・ 成果3について、パイロット県でのセミナーは一定程度効果があるものと思われる。他方

で、短期セミナーでは、本質的な審査・検査機能を向上させることは困難であることか

ら、DEMとの適切な役割分担に基づく共同実施、必要に応じてより長期の技術研修、DEM

によるPDEM所管事業のスケジュール管理や審査・検査結果のチェック体制等を併せて検

討・実施すべきであったと考えられる。 

 

４－１－４ インパクト 

プロジェクトのインパクトは「中程度」と予想される。 

（1）上位目標達成の見込み 

 ・ 上位目標のうちの「適法な電力供給施設が普及し」については、DEMの審査・検査能力

が一定程度向上したことから、中期的には一定程度の達成が期待される。ただし、「適法

な」の定義をどの程度厳格にするかについては議論が必要。例えば、LEPTSの第3条には、

「事業者がLEPTSの技術的な要請を満たす代替基準を提案した場合は、それも「適法」と

看做す」とされている。専門家が提案した、今後の規制ロードマップに示されたように、

今回のプロジェクトでは、あくまで外形的に書類審査・現場検査を行うことができるよ

うになるところを到達ラインとしていることから、現時点でのMEMには「適法」と判断

するための能力が不足している。また、LEPTSでは書類提出の方法、フォームも細かく規

定されているが、多種多様なバックグラウンドをもち能力も一様ではないIPPに、手続き

すべてを徹底させることは相当の労力と時間とが必要となる。このため、「適法」の意味

する範囲及び判断基準について、可及的速やかに明確にしたうえで、今後の上位目標の

達成状況をモニターすることが適当である。 

 ・ 上位目標のうち、「電力が安定的に供給される」については、LEPTSに準拠した電気設備

が整備されること以外にも、例えば、適切な設備投資、維持管理能力、グリッドコード

の整備と遵守等、さまざまな事象の影響を受けるものである。このため、本プロジェク

トの直接的な効果により発現させられるか否かは必ずしも明確ではない。 

 ・ 15MW以下の発電所開発については、PDEMが所掌しているが、PDEMの審査・検査能力

はいまだ十分とはいえず、また、本プロジェクトによるPDEMスタッフの能力向上への貢

献は限定的である。このため、上位目標を達成するためには、PDEMへの継続的な技術支
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援やDEMによるサポート体制の確立が必須となる。 

 

４－１－５ 持続性（見通し） 

プロジェクトの持続性は「中程度」と判断される。 

（1）政策面 

 ・ ラオス政府は国家社会経済開発計画のなかで近隣国への電力の輸出やラオス国民の貧困

削減の手段の1つとして電力セクターの重要性を表明している。電力設備開発はラオスに

おいて政策的に重要な役割を果たしており、その主たるプレイヤーであるIPP等による安

定的で安全な電力供給が求められている。このため、LEPTS等を通した規制強化に必要な

政策は引き続き政府により継続されると考えられる。 

 

（2）組織/制度/財政面 

DEMが局として昇格したことは、審査・検査に関する行政機能の強化に向けて前向きな

材料であったと考えられる。他方で、組織改変に伴い大幅な人事異動があったことから、

経験の少ないスタッフに対する集中的なOJTが今後不可欠である。また、PDEMは技術蓄積

が不足しているため、DEM等からの技術支援が適切に行われるよう組織的な対応が必要で

ある。 

 

（3）技術面 

DEMは、LEPTSやガイドブック等を、必要に応じて独力で修正・更新できることが期待

される。そのためには、十分な経験と豊富な技術的知見が必要となる。一部のC/PはSTEP 1

から継続して業務に従事しており、ある程度の改定は可能と考えられる。しかしながら、

本プロジェクトでは、外形的（手続き・様式・設計基準が適切に設定・処理されているか）

に審査・検査ができるようになることを到達ターゲットとしていたため、大部分のC/Pにと

っては、独力でガイドブック等の更新を行うことは必ずしも容易ではないものと思われる。 

 

４－２ 結論 

プロジェクト目標は、エネルギー管理局の審査検査機能強化については所定期間内におおむね

達成されたが、県エネルギー鉱業局、ラオス電力公社部分は、エネルギー管理局、県エネルギー

鉱業局等の能力・経験の制約もあり、これらに関する指標は達成されなかった。 

これまで実施してきたSTEP 1、2により、ラオスにおける電力規制制度のうち、設備を技術的に

審査・検査するために必要となる基本的な制度や解説書・ガイドライン等参照文書が整備され、

それを実施するための人材も一定程度強化された。 

本プロジェクトでは、これを土台として、OJT等を通して、DEM及びPDEMに実務経験を積ませ

ることに主眼を置いて協力を実施した。その結果、規制行政の中核的な機関であるDEMについて

は、おおむね当初計画どおりの能力強化が達成されたものと評価できる。PDEMに対しては、パイ

ロット地域については一定程度の成果が得られたと考えられるが、パイロット地域に含まれない

県のPDEMについては必ずしも独自で審査・検査ができるレベルには至っていない。 

ラオス政府の基本政策にかんがみれば、本プロジェクト開始時から終了時に至るまで、プロジ

ェクトの妥当性は一貫して非常に高かったと判断できる。行政機関の審査・検査機能を強化する
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ことにより、適切な電力設備が整備され、安定的で安全な電力供給をめざすことは、IPPを中心と

した売電を通して社会経済発展を推進しているラオス政府の政策を実現するうえで、これまでも、

そして今後も優先度の高い課題であるといえる。    

プロジェクトの成果として設定されていた、DEMの審査・検査の実務能力向上、PDEMに対す

る監督能力、PDEMへの技術普及は、いずれも規制機能を向上させるための重要なファクターであ

り、これらが指標上はほぼ満足されていることが確認できた。他方で、PDEMの能力開発は、パイ

ロット県におけるセミナー等により強化を試みたが、対象県が限られたことや研修日数が短かっ

たことなどにより、本質的な意味での規制能力向上への貢献は限定的であった。 

また、プロジェクト目標である「電力セクターにおける規制機能が強化される」の指標として、

PDEM及びEDLによる審査・検査の申請・報告の数が設定されているが、これらは本プロジェクト

を通して実施されなかった。これは、成果として「PDEMに対するDEMの監督業務能力向上」が

設定されているので、PDEMからの審査・検査結果報告も、DEMの指導の下、適切に行われるべ

きものと想定していたためであるが、DEMがこれまで審査・検査の実務経験がほぼなかったこと

にかんがみれば、プロジェクト活動に含むなどの対応が必要であったように考えられる。また、

EDLに対しては、公的機関であることを考慮し、どのような審査・検査体制を構築するのか、明確

にしておく必要があったように思われる。 

本プロジェクトでの専門家の役割は、C/Pが主体的に審査・検査を実施するのをモニタリングし

つつ、適時適切な助言を与えることにあった。このアプローチにより、C/Pの主体者意識が高まり、

プロジェクト成果の持続性向上にも貢献することができた。 

今後、ラオス政府が規制機関の強化を引き続き優先度の高い政策として推進するとともに、DEM

が、本プロジェクトの成果を生かしつつ、LEPTSやガイドライン、安全基準等に基づき適切な規制

業務を執行していくことが望まれる。 

なお、プロジェクト目標は、指標上十分に達成されたとはいえず、有効性は「低い」との評価

結果ではあったが、規制行政の中心を担うエネルギー管理局の実務能力及びそれをサポートする

ための各種執務資料は適切に強化・整備された。また、県エネルギー鉱業局及びラオス電力公社

が電力技術基準にのっとった業務を効果的に行えるようになるには、本プロジェクトによる活動

に加えて、規制制度や実施体制の見直しを併せて検討すべきであることから、本プロジェクトは

予定期間をもって終了し、今後改めて規制行政のあるべき姿を検討しつつ別途支援を継続するこ

とが適当と判断される。 
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第５章 提言 
 

５－１ 提言 

終了時評価調査団の提言は以下のとおり。 

    

（1）規制枠組みに係る基本方針、中長期計画の策定 

・ 電力開発は、外貨獲得、そしてラオスの貧困削減に貢献するという重要な役割を担ってい

る。安定的で安全に電力を供給するためには、電力設備及びその運営体制の質を確保しな

ければならない。JICAは過去10年以上にわたり、規制分野、とりわけ技術基準に焦点を当

てて協力を実施し、MEM、EDLの審査・検査技術レベルの向上等一定の成果を上げてきて

いる。しかしながら、現在のIPPによる発電所開発計画数は、MEMのキャパシティに比して

膨大であり、また、MEMの技術的な能力をLEPTSで本来求められているレベル（例：LEPTS

第3条にあるように「事業者から提案される基準がLEPTSの要請に鑑み十分なものかどうか

を技術的に判断する」ことができる、構造計算等の計算内容の妥当性を検証する等）にま

で引き上げることは、MEMの現行のスタッフ数や技術的能力にかんがみれば相当の困難を

伴うことが予想される。 

・ 事業計画を立案する際にはDEM、PDEMの技術レベルの現状を踏まえたうえで、どの程度

専門的に審査・検査を行えるようにするのか、を明確にしておくべきであったように思わ

れる。C/Pの経験、能力から判断すると、まずは、外形的に手続き、フォームに基づいた審

査・検査を確実に行うことができるようになることが妥当な到達ラインであると考えられ、

それ以上については、より長期的な時間軸あるいは外部リソース活用等「MEM直営」では

ないアプローチでの対応とするなどの整理を計画時点でしておくべきだったように思われ

る。 

・ 国民の公衆保安、国内需要化への安定供給、更には定常的に安定した外貨獲得を確保する

ためには、すべての事業を「適法に」検査・審査することは必ずしも容易ではない。この

ため、DEMの規制実施能力の強化と併せて、EDLによる自主検査や民間による基準制度等

IPP等がLEPTSと異なる技術基準を適用した場合の考え方の整理、PDEMの能力開発、EDL

のリソース活用のあり方等、ラオス政府の限られたリソースをうまく活用して、電力規制

機能を効率的に強化していくための基本方針、中長期的な計画が策定されるべきである。 

 

（2）電力法に基づくLEPTSと関連教本の修正 

2004年に公布されたLEPTSに基づいて、ガイドラインや安全規則、手引書・事例集等の教本

が作成された。LEPTSの公布以降、LEPTSに係る環境は年々、変化しているため、LEPTSや関

連教本をDEM/MEMが関連組織の協力を得つつ改定する必要がある。 

 

（3）LEPTSの普及・遵守 

・ LEPTSと関連教本は、小さな事故のみならず大事故を引き起こさないためにもEDLやIPPの

ような電力関連会社が遵守すべきである。そのためにも、ラオス政府の規制機関としてDEM

はEDLやIPPがLEPTS等を真摯に認識するよう、セミナーや研修/OJTを実施して啓発すべき

である。 
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・ MEM内のDEBやDEPPとの連携が十分でないため、IPPの多くが「窓口」であるDEBから

LEPTSに係る十分な情報を得ていない。また、DEBに提出したFSやBD等書類が迅速にDEM

に届いていないケースも散見された。また、省内異動により本プロジェクトのC/Pになって

もプロジェクトの活動内容や目的を十分把握していない職員もいる。まずは、業務フロー

の最適化を行い、プロジェクト計画やスケジュールを関係者が共有できる仕組みを確立し

たうえで、個別技術の支援をすることが望まれる。 

・ 上記は、PDEMとDEMとの間の関係性においても該当する。PDEMでは、実務的な審査・検

査経験が圧倒的に不足しているにもかかわらず、権限だけが中央政府により委譲された状

態となっている。このため、中央からの技術的支援や調整なしに、LEPTSへの準拠もあいま

いなまま許認可を与えている状況にある。本プロジェクトでは、DEMのPDEMに対する監

督能力が向上すれば、自動的にPDEMを含む規制行政機能が向上するような見通しで事業計

画が立てられていたが、PDEMの技術的能力に関する初期条件にかんがみると、この見通し

は若干楽観的に過ぎるように思われる。中央政府に対してですら、過去10年以上にわたり

継続的に技術協力を実施してきてようやく外形的な審査・検査ができるレベルまで到達し

たことを考えると、県・郡レベルでの規制機能強化にあたっては、地道な技術協力に加え

て、中央政府がいかにPDEMの機能を補完するか、ということをよく検討しておく必要があ

る。 

 

５－２ 教訓 

終了時評価調査団の教訓は以下のとおり。 

    

（1）組織体制見直しによる相乗効果 

MEM内で電力規制強化のための部署を、課（EPMD）から局（DEM）に昇格したことから

象徴されるように、ラオス政府は、IPP等に対して規制機能を強化させていく姿勢を示してい

る。このように適切な組織体制の確立は、規制機能強化に向けて非常に重要なステップであ

るため、今後も規制組織として更なる独立性を強化するようさまざまなチャンネル・機会を

通して働きかけることが望ましい。 

 

（2）プロジェクト実施期間中を通じたPDMの妥当性検証の必要性 

本プロジェクトのPDMでは、以下の点に問題があったように思われる。 

・ プロジェクト目標の指標3と指標4に関しては、事前調査でPDEMの技術的知識や経験の不足

を把握していれば、短い本プロジェクト期間内で達成困難であることが予見できたのでは

ないか。 

・ 指標5と指標6に関しては、EDLが本プロジェクト活動の対象となっていないことを考慮す

ると、指標として不適切であったのではないか。 

・ 活動2-5に関してはレビューするにも対象となるフォームが存在していなかったため不適切

だったのではないか。 

・ 本プロジェクトのPDMは、プロジェクト目標の一部指標について、それに対応する活動が

設定されていないなど一部不適切と思われる点があった。これらは、プロジェクト開始後、

日本人専門家並びにラオス人C/Pも修正の必要性をある程度認識していたにもかかわらず、
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他の優先課題等に注力していたこともありプロジェクト終了時までに修正されなかった。

特に、業務実施契約型の技術協力については、PDMと契約による委託事項とが一体である

ことから、専門家から問題提起がなされにくい面がある。実施モニタリングを担当するJICA

も、事業進捗をPDMに照らしながら確認すべきであった。不適切な点が見つかれば、迅速

に議論し必要に応じ修正すべきである。 

 

（3）協力のアプローチ 

・ 本プロジェクトの実施アプローチで、学ぶべき教訓として、専門家の役割を制限したこと

が挙げられる。STEP I、IIでは制度及び執務資料作成等が主たるアウトプットであったため、

専門家がある程度前面に出て協力を行う必要があった。他方で、本プロジェクトでは、独

力で審査・検査を行えるようになることが主たる達成事項であったことから、専門家は、

彼らが審査・検査業務を円滑に行えるような環境づくりを支援し、進捗をモニタリングし

つつ、必要に応じて技術的助言を与える、という役割に徹した。環境づくりには、これま

での審査・検査プロセスの問題点の特定及びケースブックの整備等、審査・検査実務の実

施を容易化するためのキーとなる要素が含まれていたことは特筆に価する。また、専門家

が裏方に徹することにより、C/Pのオーナーシップ・自主性が、地方セミナーの回を追うに

従い強くなっていくことが確認されたことも評価に値する点である。 

・ 他方で、C/Pからのヒアリングでも明らかになったように、専門が細分化されているため、

専門家の合計人数が16名、延べ渡航回数が87回と、落ち着いて一対一の関係を構築したう

えで技術移転を行う、という面では若干好ましくないアプローチであったように思われる。

また、人事異動のため、実施期間中に専門家が複数交代していることも負の要因になった

ようである。業務実施契約型のプロジェクトであるため、短期滞在、渡航回数増の傾向が

あることは一定程度やむを得ないが、C/Pとの信頼関係構築に負の影響を与えることがない

よう、契約開始時点でJICAと受注者との間で覚書を交換するなどの検討が必要である。 
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